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研究成果の概要（和文）：ハザードマップは最近20年間に急速に整備されたが、2011年東日本大震災以降、大規
模災害が起きるたびに問題が露呈している。具体的な問題としては、①災害種ごとに定義や概念が異なる、②
「災害予測」と「避難情報提供」の機能が融合できていない、③情報の空間解像度が不足し土地条件に対応しな
い、④計算結果に偏重し予測の不確実性が考慮できない、⑤境界線が明快に示せない、などがある。本研究で
は、1)ハザードマップの体系的整理、2)災害予測地図の高度化、3)緊急情報提供機能の高度化、4)防災地理教育
への展開について検討し、今後の我が国のハザードマップ整備の総合的なあり方について地理学の立場から提言
した。

研究成果の概要（英文）：Hazard maps have been rapidly developed over the past 20 years. However, 
since the 2011 Great East Japan Earthquake, many problems have come to light each time a large-scale
 disaster occurs. Specific problems include, (1) variations in the definitions and concepts for each
 disaster type, (2) unmerged functions of "disaster prediction" and "evacuation information 
provision" for hazard maps, (3) insufficient spatial resolution of information corresponding to 
actual land conditions, and (4) excessive dependence on calculation results, without consideration 
of uncertainty. This study therefore aims to 1) systematically organize hazard maps, 2) advance 
disaster prediction maps, 3) strengthen the emergency information provision function, 4) contribute 
to disaster prevention geographical education, and 5) propose a comprehensive method of hazard map 
development from the viewpoint of geography.

研究分野： 自然地理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
ハザードマップは過去 20 年間に急速に整

備されたが、2011 年東日本大震災以降、大
規模災害が起きるたびに多くの問題が露呈
している。これはそもそもハザードマップの
あり方に関する十分な検討や体系化が図ら
れないまま、行政側の一方的な都合で作成さ
れてきた弊害でもある。具体的な問題として
は、①災害種ごとに定義や概念が異なる、②
ハザードマップに本質的に求められる「災害
予測」と「避難情報提供」の機能が融合でき
ていない、③情報の空間解像度が不足し現実
の土地条件に対応しない、④計算結果に偏重
し、予測の不確実性が考慮できない、⑤境界
線が明快に示せていない、などがある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、1)ハザードマップの体系的整

理、2)災害予測地図の高度化（リアリティの
向上）、3)避難等の情報提供機能の高度化、4)
防災地理教育への展開について検討し、今後
の我が国のハザードマップ整備の総合的な
あり方について地理学の立場から提言する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、(1)現状のハザードマップの検証、

(2)災害予測地図の高度化、(3)防災地図および
避難情報伝達機能の高度化、(4)防災地理教育
への展開、の４つを柱とする。多種の災害を
同時に扱うことによりハザードマップの本
質的課題が明らかとなり、他の事例を参考に
することで最適な改良案が提示できる。 
 
４．研究成果 
4-1．ハザードマップと災害予測図の高度化 
(1)2016 年熊本地震、2014 年神城断層地震か
ら学ぶ地震ハザードマップの課題 
 2016 年と 2014 年の地震は、ともに活断層
が引き起こした典型的な直下地震であった。
活断層のごく近傍に震度７に相当する建物
の激甚被害域を生じ、被害の大半はこの地域
で起きたことから防災上極めて重要な現象
であるが、事前のハザードマップに表記され
ていない。また強震動の成因も明らかではな
い。本研究はその状況を詳細に観察し、国際
学会発表や論文につなげ、強震動分野に対し
ても強く問題提起を行った。そのことが平成
30 年度からの分野連携型の新たな科研（基盤
Ａ：熊本地震から学ぶ活断層ハザードと防災
教育-活断層防災学の構築を目指して）につ
ながり、「活断層近傍の震度７のハザードマ
ップ」作成が将来的に実現することになる。 
 
(2)2015年常総水害、2016年小本川水害、2017
年九州北部豪雨災害等が提起したハザード
マップの課題 
これらの水害においてはハザードマップ

としての地形分類図の有用性が再確認され
た。一方で「自然堤防」等の地形学用語が河
川管理において誤用されていたため、「防災

における地形用語の重要性」を取り纏め、web
掲載ならびに雑誌「地理」にて公表した。 
さらに、2015 年の水防法改正により、1000

年に一度の最大規模降雨を想定した洪水ハ
ザードマップが作成されることになった。氾
濫シミュレーションだけで表現するのでは
なく、地形分類図をベースとしたハザードマ
ップの普及がいっそう重要となろう。 
 
(3) 地形発達研究成果に基づく洪水ハザー
ドマップ改良の可能性 
2015 年鬼怒川破堤地形の UAV-Sfm-GNSS 測

量、堆積物粒度分析を行い、破堤前後の侵
食・堆積変化量を高精度空間解析し、以下を
明らかにした。①破堤箇所から遠方へ、a お
っぽり(クレバス)、b侵食域、c平衡域、dス
プレイ砂堆積域、e 浮流物質薄層堆積域、が
同心円状に配列する。②c,d の境はイベント
前地形の遷緩線、d,e の境は沖積微高地と後
背湿地の境界線に一致する。③a,b の侵食土
砂量とdのスプレイ砂量はオーダーが一致す
る。一方、周辺の化石クレバス地形の掘削調
査、GPR 探査、堆積物粒度分析、14C 年代測
定等から、④2015 年洪水と同様の微地形堆積
物配列構造をもつこと、⑤破堤の反復が a,b
の流路化と dの前進を促し、沖積微高地を側
方成長させたことを実証した。このことから
⑥上記知見を生かした微地形分類によるハ
ザードマップ改良の可能性を指摘した。 
 
(4) 2014年御嶽山噴火等から学ぶハザードマ
ップの現状と課題 
本噴火は御嶽山において想定されていた

水蒸気噴火であり、噴石により人的被害を生
じた。噴火発生前に作成されていた火山防災
マップに示された、想定火口位置・噴石予想
到達範囲と実際の現象に矛盾は無かった。に
もかかわらず被害が大きかった理由は、噴火
発生が突然であり、火山防災マップが活用さ
れるタイミングがなかったことによる。しか
し噴火数週間前から火山性地震が多発し、噴
火10分前には火山性微動が観測されていた。
このような状況からリアルタイムハザード
マップの必要性が指摘された。また、非居住
地でありながら多数の訪問者がある地域に
おいて、火山防災マップの整備率が低いとい
う問題が浮き彫りになった。 
 
(5)破局型噴火を想定した火山ハザードマッ
プ 
現行のハザードマップは、高頻度で起きる

小規模な噴火しか対象とせず、低頻度の大規
模な噴火は考慮できていない。ｑ２３日本列
島では過去 12 万年間に VEI=7 クラス（噴出
物体積 102 km3）の噴火が 9 回発生した。本
研究ではこれら噴火による火砕流到達範囲、
降下火山灰の層厚分布をGISデータとして整
備し、将来同規模噴火が発生した場合の災害
規模を試算した。いずれの場合でも火砕流到
達範囲の人口は万人単位であり、最悪のシナ



リオでは火砕流による犠牲者は1,254〜38万
人、累計は 1,947 万人と算出された。今後、
産業・インフラへの影響も評価し地図化を検
討する必要がある。 
 

(6)2014 年熊本地震、2011 年霧島新燃岳噴火
等から学ぶ土砂災害ハザードマップの現状
と課題 
 2011 年新燃岳噴火では、土石流による二次
災害はほとんど発生しなかった。開析谷内で
の地形地質調査により、谷壁斜面での表面流
による面的な物質移動、谷内での掃流による
物質移動が確認され、発泡の良い軽石質火山
灰の場合には激しい土石流は生じにくいこ
とを明らかにした。火山地域において、地質
及び新規噴出物の性状に応じた土砂災害ハ
ザードマップを整備することが必要である。 
 2014 年広島土砂災害の土石流災害におい
て、被災範囲と警戒区域や予想範囲、土地利
用などの関係を考察した。既存の土砂災害ハ
ザードマップは実際の災害像をイメージさ
せにくい。土砂災害の発生源、到達域、微地
形の状況，宅地開発の年代、地域防災単位等
の表示が必要である。 
 
(7)液状化ハザードマップの課題および高度
化に向けた提案 
 現状の液状化ハザードマップの表示項目
や種別を集計・類型化するとともに、代表的
なハザードマップを評価した結果、作成手法
やリスク表示法が統一されていないこと、液
状化リスクが微地形や土地履歴等の土地条
件と対応しない事例（図）が存在することが
分かった。土地条件に応じた適切な地域区分
及び地盤工学的手法と地理学的手法を併用
する必要性が明らかとなった。また、液状化
は表層や浅部地盤条件ともかかわりが深く、
これらを総合的に考慮することで、災害予測
地図としての高度化が期待できる。一方、土
地条件と関連付けた広域的な地盤情報整備
や、リスク評価の根拠及び不確実性のユーザ
ーへの伝達方法が今後の課題である。 

 
（図：液状化ハザードマップ（左）が国土地理院土地条

件図（右）と対応しない事例） 

  

(8)長波長の撓曲地形が提起する地震ハザー
ドマップの課題 
 立川や下北半島の活断層調査によって、活
断層を正しく認定するためには、撓曲崖を正
確に把握することが重要であることがわか
った。とくに長波長の撓曲変形は認定しにく
いため、傾斜変化を現地において詳細に確認

する必要がある。撓曲崖では、地震時に被害
が集中することが予想される。面的に詳細な
情報を得るためには、ドローンを用いて撮影
した写真を解析することが最も有効な手段
である。本研究では、高性能カメラを用いな
くても、低高度で写真を撮影すれば 10cm 間
隔の等高線図を作成することが可能である
ことを示した。軽量ドローンを活用すること
によって、比高の小さな撓曲崖をも認定する
ことも容易となり、より実用的なハザードマ
ップを作成できる。 
 
(9)地質条件と災害の関係 
 2015 年常総水害においては、溢水被害のあ
った河畔砂丘と、破堤した提体構成物質の粒
度分析を行った結果、両者はほぼ同じ粒度組
成を示した。そのことから、開発により不明
瞭になった河畔砂丘の存在がハザードマッ
プで重要な役割を果たしていると言える。 
 茨城県鹿行地区、埼玉県中川低地・加須低
地において、液状化が発生した箇所は全て、
小荒井・佐藤（2009）が示した浅層 15m の N
値 10 以下の泥層が層厚 10m 以上あった。液
状化の発生した自然堤防の比高は全て 2.5m
以下であり、中埜ほか（2015）の液状化基準
の変更に繋がる結果となった。 
 2014 年神城断層地震で壊滅的被害が生じ
た白馬村堀之内地区において、建物被害、建
物の築年数、空中写真判読による地形分類、
表層地質、活断層分布、常時微動観測結果を
検討した結果、背後に地すべり地形をもつ、
Vs30 の小さい箇所において昭和 50 年以前の
建物が壊滅的被害を受けていたことから、浅
層地盤の軟弱さが影響したと判断した。 
 
4-2．防災地図・避難情報提供機能の高度化 
(1) 緊急災害情報の高度化(プッシュ型情報
発信)の現状と課題 
避難情報伝達機能の高度化として、実際の

災害時における有効性を高めるための改善
策を、自治体の防災危機管理担当者、報道関
係者、情報配信システム技術者と一緒に検討
した。解決を目指した具体的な課題は、最近
の豪雨の激化に伴う「市内全域避難勧告」の
問題である。本来は危険地区に限定した勧告
が必要だが、特別警報レベルでは地区の限定
が間に合わない。これを経験した名古屋市と
四日市市の担当者と、エリア限定でプッシュ
型のハザード情報発信を検討した。現状にお
いては防災アプリ開発が急速に進み、システ
ム会社の対応は明確に定まっていないが、技
術的課題を整理して実証実験を行える体制
を確立することはできた。 
 
(2)防災行政支援の3Dハザードマップの開発 
 名古屋市の防災部局と共同で、洪水ハザー
ドマップをアナグリフ化して３Ｄで確認し、
災害対策本部での有効性検証を開始した。ア
ナグリフ化の技術的課題として、ハザードの
強弱がアナグリフにした時に判読可能な色



調調整と、避難所等の記入方法を検討した。
土砂災害マップについてとくに有効性が高
いことも確認できた。 
 
(3)「水流がわかる津波マップ」の提案 
 以前作成した 2011 年東北地方太平洋沖地
震の津波遡上高分布図を、「水流がわかる津
波マップ」に読み替えるプロトタイプを提案
すべく、気仙沼市波路上地区について、震災
当時の住宅地図を参照しながら住民や学校
による記録誌を分析した。その結果、①杉ノ
下漁港付近では正面の御伊勢浜を注視して
いたところ側方の明戸浜からの津波に襲わ
れた、②内田付近では明戸浜から遡上した津
波が迫った後に最寄りの海岸から遡上した、
③1960 年チリ地震津波とは異なる遡上が起
きた、④西側の河川を遡上して浸入するとの
伝承に反して南方および南東方から浸入し
た、などの知見が得られた。この地区では、 
避難場所であった杉ノ下高台に津波が来襲
したという問題もあった。こうしたことから
津波については、浸入経路もしっかり考慮さ
れる必要がある。防災地理教材に向けて、①
浸水範囲と遡上高、②浸入経路、③避難場所
の位置、④かさ上げや防潮堤の状況、⑤避難
行動に関する体験談などが整理され、さらに
⑥土地勘がなくても地形や位置関係を理解
できるマップを整備する必要がある。 
 
4-3．防災教育への展開 
(1)「地理総合」の必修化における防災教育 
2018年3月に高等学校新学習指導要領が公

表され、2022 年から「地理総合」が必履修化
される。その中で「自然災害と防災」は「地
理総合」における大きな柱となり、中でもハ
ザードマップは重要な位置を占める。本グル
ープのメンバーを中心に中学校・高等学校用
の防災教育教材として『わかる！取り組む！
災害と防災』全５巻（古今書院）の企画に協
力・執筆し、雑誌「地理」に「防災における
地形用語の重要性」として解説を掲載した。
2018年3月の日本地理学会シンポジウムにお
いては、ハザードマップや地形分類図の活用
などの防災教育にける重要性が指摘され、文
科省や国交省との連携が期待される。 
 
(2)日本学術会議からの提言発信 
 本研究グループが核となり、提言「持続可
能な社会づくりに向けた地理教育の充実」が
2017 年 8 月に纏められた。さらに 11 月には
シンポジウムが開催され、その内容は岩波書
店「科学」2018 年 2月特集号「これからの地
理教育－持続可能な社会づくりのための教
科へ」として纏められた。 
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